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ソ連 にお け る需要 分析の理論

ならび に応用をめ ぐる若干 の問題(1)

竹 内 清

1

最近 ソ連に おいては,経 済学 に おけ る数学 的方 法 の利 用 の問題が さか んに論

議 され るよ うにな って きた。 これは,そ の 大 きな理 由 と して,ソ 連 に おけ る共

産 主義 社 会建 設 の ための社会主義経済の発 展に とってそれが必要不可 欠な要素

と考え られ るよ うに な ったか らに外 な らない。 これ らの論議は,こ こ2,3年 来 一

の 「経 済 の諸 問題 」 誌(BonpecHθKoHoMHKH)や 「統計 通 報 」誌(BecTHHK

CTaTHCTvaKH)そ の他 の関 係 雑 誌論 文,お よび経 済学 関 係 の 書物 の傾 向か ら十分
くり

うか が えるところで あ る。

1960年4月 に,ソ 連科 学 アカ デ ミーに お い て,経 済 研究 お よび計 画 に おけ る・

数学 的方法の利用 の問題 に関す る最初 の科学 的会議が開かれ た。そ こでは,生

産 力 拡 大 の数 学 的 分 析,部 門 間 の バ ラ ソス,リ ニヤ ー ・プ ログ ラ ミングお よび

ダイ ナ ミック ・プ ログ ラ ミング,輸 送 問題 解 決 の た め の 数学 的方 法,数 理 統 計
く　ラ

学,そ れに電子計算機の利用の問題等がそ こで論議 された。 これ らの問題は,
'
すでに広義のORの 問題 として,わ れわれにはおな じみの もので あ り,近 代

経済学において もこれ らの研究は,こ こ十年来 きわ め て活発 に行なわれてお

(1)ソ 連 に お け る経 済 学 の 研 究 に お け る数 学 的 方 法 の利 用 の 問 題 に つ い て の 邦 訳 書

と して は,た とえ ば,ネ ムチ ノフ,『 マ ル クス経 済 学 の 数 学 的 方 法 上 ・下 」,1960(上),,

1961(下),岡 稔 訳 参 照 。 こ れ は,npHMeHHeMaTeMaTHKHBgKoHoMHqecKHx

vacnenoBaHMHx,noπpelzaKUIIetiB・C・HeMqHHoBa,1959の 邦 訳 。 近 代 経 済 学

の立 場 か らは,こ れ らの最 近 の 問題 に つ い て あ ま り研 究 もされ て い な い よ うで あ り,

か つ 論 議 も少 な い の が 現 状 とい え よ う。

(2)V.DadayanandYu.Ch㎝yak,"MathematicalMeth〔 冠sinEconomics",Manage-

mentScience,JUIy,1961,PP.323--326.こ れ は,ソ 連 の3KoHoMHgecKHeHayKn

(EconomicScience)No.3,1960,PP.140-151を 翻 訳 した もの で あ る。
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り,実 際 的応 用 の 面で もか な りの成 果 を おさめつつ あるのは周知 の ところで あ

る。

ソ連 におけ る経済学の最 も重要な課題 の1つ は,国 民 経 済 の精 密 な量 的 分 析

な らび に計 画化の方法 の基礎的 な改善で ある,と 上 述 の会 議 で も注 目され た 。

そ の 目的は,オ ペ レー シ 。ソの すべ て の段 階で,社 会 的労 働 の 支 出 をで き るだ

・け 少 くして,最 短 時 間 で 最 大限 の 財 の 生産 量 を確保す る ことであ る。 このため

・の重要 な手 段は ,現 代 の数 学 的 方 法 と最 新 の計 算技 術を経 済研究 と経済計 画に

用 い ることで ある。数学 と計算機 を使わ な くては,多 くの経 済過 程 の精 密 な量

納,ま た あ る点 で は 質 的 な決定 を うる ことが不可能で ある。 同時に,マ ル クス

・レー ニ ソの線 に 沿 った ,真 の理 論 的 な経 済 分 析 に もとつ いて計算 が行 なわれ

る場合にのみ,そ れは 可 能 で あ る,と され る。

この よ うな線 に 沿 って,外 国文 献 の醗 訳 も含 め て,こ れ らの テ ーマに 関 す る

書 物 の発 刊 な らびに論文 の発 表 なども,同 会 議 で は勧 告 し強 調 して い る。 した

が って,ソ 連 に おい て は 今後 ます ます,い わ ゆ る ブル ジ ・ア経 済学 と よばれ る

近 代経済学 の成果 な らびにそれに 関連 した諸科学 お よび技法 を批判的に積極的

に取 り入れ てい くもの と期待 され る。

最近改訂第3版 が 出 た,ソ 連 に おけ る 代 表 的 な経 済統 計 学教程で あるKypc

eKoHoMII・lecKotZCTaTvacTvaKM,nonpe江aK取 【e曲A.H.fieTpcBa,3-eva3naHvae,
くの

.AonoEHeHHoeHnepepa60TaHHoe,1961で は1954年 に 出版 され た第2版 をか な

り改 訂,補 足 して い る。 まえ が きに,そ の理 由 と して,ソ ヴ ェ ト統 計学 の 現代

の 実 際 的 任務 な らびにその方法論 と組織 の領 域での変化 に応 じて改訂,補 足 し

た,と 述 べ てい る。改 訂,補 足 の2,3の 例 を あげ る と,ま ず 内容 の 改 訂 に と

もな い編,章,節 の 分 け方 が 若 干 異 っ てい る。第2版 で は,第17章 に 「ブル ジ

ョア統 計 お よび ブル ジ 。ア労 働統計の批判」 がおかれ てい たが,第3版 で は こ

.れに対 応す る章 は 除か れ て い る。 また これ に関連 した ものでは,第3版 で 第25

章 第5節 に 「ブル ジ 。ア的 生 計 費 指 数 作成方 法の批判」 が おか れていたが,こ

(1)ア ・イ ・ペ トロ フ編 「経済 統計学教程 』上巻(1957),下 巻(1961)大 橋隆 憲 ・

木原正 雄監修訳)は この第2版 の邦訳 で ある。 したが って この第2版 の邦訳書 を手

にす る場合 は,こ の領域 におけ るその後 の新 しい発 展 に注意 す る ことが必要 で ある。
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.れ も第3版 で は 除か れ てい る。第3版 で は,そ の後 の技 術 進歩 の実 際 の情 勢 を

反映 して,第9章 と し て 「技 術 進 歩 の 統 計 」(CTaTHcTvaKaTexH四ecKoro

nporpecca)を 新 た に設 け,7つ の節 で 最 新 の 問題 を取 扱 っ てい る。 これに対応

一す る もの としては第2版 で の第9章 第5節 「農 業 に お け るエ ネ ルギ ー設備 お よ

び生産設備 の統計 と作業 の機械化 の統計」 および第6節 「新 技 術 の発 展 と導 入

の統 計 」 で あ る。そ の外 これに類 した もの としては,第2版 の第13章 第5節 「

純 生 産高,社 会 的 総 生 産物 の大 き さの算 定」 が,第3版 で は第14章 「社 会 的 総

生 産物 の大 きさの算 定」(OinpeAelleHvaeo6LeMacoEoKynHoroo6皿ecTEeHHoro

nPOILyKTa)と な ってい る。

また ソ連 に お け るス ター リン批判の結果 としてか,第2版 第1章 第3節 「ソ

ヴ ェ ト統 計学 の科 学 的基 礎 」に おい てみ られた 「ス ター リソは,国 民 経 済 バ ラ

ンス と して1926年 に 中央 統 計 局 が 出版 した労 作 を,マ ル クス==レ ・・…ニ ン主 義 の

経 済理 論 を無 視 している として,ま た,理 論 的性 質 を もつ 誤謬 を おか している

として批判 した。 まさにそ うだか らこそ,ス ター リンは,さ きに あげ た 中央 統
くり

計 局 の 労 作 を,数 字 の 遊 技 と して 特 徴 づ け た の で あ る」 と い う数 行 は 削 られ て

い る 。

さ て こ こで は 最 近 の ソ連 に お け る 若 干 の 文 献 を 通 し て,需 要 分 析 に 関 連 し た

周 題 が どの よ うに そ こで 理 論 的 に 取 り扱 わ れ て い る か,ま た 実 際 に ど の よ うに

応 用 され て い るか,と い う問 題 を 取 り上 げ る こ とに す る 。 需 要 分 析 は,近 代 経

済 学 に お い て 最 も広 汎 なか つ 活 発 な 研 究 が 行 な わ れ,成 果 を あ げ て き て い る領

域 で あ る。 ソ連 の 経 済 学 者 は,近 代 経 済 学 の 分 野 で 発 展 し て きた 需 要 分 析 理 論

な らび に 技 法 を どの よ うに 批 判 し受 け 入 れ て い る か,と い う問 題 を,ま ず 若

干 の 文 献 を 通 して,忠 実 に そ れ らの 説 を 述 べ,最 後 に ま とめ て 私 見 を 述 べ る と

'い う形 を と る こ と に す る
。

まず 今 回 取 り上 げ た の は,C.HHenTua,"KpvamKa6yp?Kya3HHxTeopvati

・aHann3acll ,peca",BecTHHKCTaTHcTvaKH,No.7,1961,PP.47-53(C.ニ キ ー チ

ソ 「ブ ル ジ ョア 的 需 要 分 析 理 論 の 批 判 」)で あ る 。 次 回 は,fi.MaczoB,

``npHMeHHMocTbEo9学 ΦK取鵬HToB9五acTMgHocTvaBcTaTHcT班Ke
Hn凪HHpoBaHHH

(1)ア ・イ ・ペ トロフ編,上 掲書,上 巻,邦 訳,P.9.
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ToBapoo60poTa",BecTHHKCTaTncTMKH,No.10,1961,PP.33-46(H.マ ー スPt

フ 「商 品 取 引 の 統 計 な らび に 計 画 化 に お け る 弾 力 性 の 応 用 」)そ の 他 を取 り上

げ る こ と に す る 。

な お 最 近 の ソ連 に お け る近 代 経 済 学 批 判 の 書 物 と して 代 表 的 な の は,H.V.

BmoMIIH,KpH8HcCoBpeMeHHotiByp7itya3HovaIlo」rmMgecKofi∂EoHoMMM,1959

くり

(H.9ブ リュー ミン 『現 代 ブル ジ ョア経 済 学 の 危 機 』)で ある。既述の

HHKva'rvaHも,彼 の論文のなかで,ブ ル ジョア的 需 要分析理論の理論的基礎 と

して限界効用理論ならびにその現代的変種を批判 しているソヴ ェトの経済学者

の最近の著作のなかか ら,こ の本を代表的なものとしてあげている。今まであ

げた学者に共通な点 としては,近 代理論の立場か らの需要分析理論に対す る批.

判 の矢がまずその理論的基礎 と考え られている主観的な限界効用理論に向け ら

れ ることである。 ところで彼等は,そ の計量経済学的需要分析の成果にはかな

りの実際的な評価を与 えている。それでは どのような論理的過程によってその

ような評価が生 まれて くるのであろうかσまず今回は,HKKmHHの 所 説 を忠
ひ

実 にた どる ことに よって この点 をみ よ う。

2

需要分析は計量経済学の特に古い方向であ り,こ の領域における最初の仕事

として彼は,ア メ リカの経済学者H.Mooreの 研 究 をあ げ る。彼 はす で に

1914年 に,い くつかの農産物に対す る経験的な需要方程式を確立 しようとして

い る。

多 くのブルジョア経済学者は,需 要の計量経済学的研究は,資 本主義社会に

おける消費 の将来の変化を決定す るために,合 法則性を確立 しそれに基礎をお

くことを可能ならしめると考える。そのために,計 量経済学におけるその領域

の批判的分析は,ま たその実際的な実践的意義の評価は,極 め て現 実 的 で あ

る。

計量経済学的需要分析に捧げ られたブルジョア経済学者の労作は,何 等かの

(1)こ れは ブ リ ュー ミン 「近代経済学 の再検討 』上 ・下 ・平 館利雄,宮 崎ge-一 共 訳,

1961と して翻 訳 され てい る。
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程度に,主 観的限界効用理論(cy6beKTvaBHaHTeopvaflnpeAe」lbHotinoπe3HocTH)

に もとついている。特にその数学的接近法において。通常,こ の領域における,

ブル ジョア経済学者のすべての労作において,主 観派の数学的方向の最大の代

表者の地位が導かれ る(パ レー トの無差別曲線,ゴ ッセンの法則等)。

マルクス主義の労作においては,す でにずっと以前に,限 界効用理論な らび

にそれに根拠をおいた需要および消費 の要因の計量経済的概念の,科 学的根拠

のない ことおよびその弁解的性格が暴露 された。

一例 としてゴッセ ンの第2法 則をあげる
。これはずっと以前か らブルジョア

経済学が資本主義社会における消費 ならびに価格形成の説明の基礎にしようと

試みている法則である。その法則か ら,個 々の合理的な消費が,消 費財の最適

組合せに もとついて築かれ,そ の上最適性の規準 として,荒 唐無稽な所与の消

費者の厚生の限界効用が採用され る,と い うことになるべ きである,と する。

マルクス経済学が明 らかに したように,本 質的な欠陥によってその法則は,あ

らゆ る社会的関係か ら遊離 した全 くの抽象化になるジとす る。

疑いもな く,個 々の階級としては,個 々の商品な らびにサービスの間への,

消費者支出の配分には一定の法則性が存在す る。だがその ような配分は,そ れ

自体の根底において社会的要因によって(社 会の各層の所得に よって,財 およ

びサービスの価格に よって,歴 史的伝統に よって,等 々)条 件づけられ る。主

観派に属する現代計量経済学は,全 く逆だちしなが ら,抽 象的で こじつけの主

観的な 「選好」表(皿Ka∬a《npeAnoqTeHua》)か らこの法則性を導き出そ うと試

みている あたか も各消費者において,そ の社会的状態や受取所得とは無関

係に,消 費者価格およびその他の客観的要因の支配的な水準 とは無関係に,計

算 されるかのごと くに。

主観的な限界効用理論に よるごまか しは,た だ計量経済学的研究の俗悪な弁

解的基礎を強調 し,具 体的な需要分析に捧げ られているその労作部分の価値 さ

えも下げるだけである。たとえば,全 く確実につぎのことが いわ れ るであろ

う。すなわち,沢 山の統計材料および時 として需要分析に捧げ られているい く

つかの計量経済学 の労作における興味ある計算に もかかわ らず,そ の科学的な

らびに実際的価値は,資 本主義社会の階級的構造の無視,非 科学的な限界概念
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お よび形 式 的 数学 的方 法 の使 用 の結果 と して,下 が る,と 。

計 量 経 済 学 的 需 要 分 析 に捧 げ られた労 作 の大多 数は,内 容 に よっ て2つ の グ

ル ープに 分 け られ る もの とす る。第1の グ ル ー プと して は,価 格変 化 に と もな

う需 要変 動 測 定 の数学 的方法 に捧げ られた労作で あ る。個 々の製品 の動態 的 な

販売高 と動態的 な価格 の間の依存 関係を,一 ・定 の 数 学 式 の 形 で 近 似 的 に

現 わ そ うと試み る。いわゆ る価格 に 関 す る 需 要 の 弾 力 性(KO鱒 Φ四HeHTH

eπacTvaqHocTmcnpocanolleHaM)は,価 格 が1%騰 貴 した場 合 に所 与 の製 品 に

対 す る需 要(そ の消費)が 何%減 少 また は増 加 す るか を表 わ す ものであ る。

第2の グル ー プと して は,所 得 の変 化 に と もな う需 要 変 動 の測定を数学 的方

法に よって研究 してい る労作 があげ られ る。家 計 予 算(ceMe加 曲6m購eT)

(家 計 の消費 支 出(noTpe6vaTe」[bcKvatipacxoAceMm))の 抽 出的 調 査 の結 果 が,

加 工 され て第1次 的 な材 料 とな る。抽 出 され た 家計 の全体は,種 々の所 得 水 準

に よ って グル ー プに分割 され,消 費 支 出 の構 造 が,よ り低 い所 得 の家 計 か ら よ

り高 い所 得 の家計 にかけ てどの よ うに変化す るか がその結果 と して 精 査 され

る。 え られた結果 は所得 の変化 に応ず る需要 の変化 の法則性 の確立 のために役

立 ち うる,と い う仮定 に 研究 は もとつ い てい る。結局 のと ころ,い お ゆ る所 得

に 関 す る需 要 の弾 力 性係数(Kog¢ ¢HHHeHmgAacTHqHocTvacnpocanoAoxoAaM)

は,所 得 が1%増 大 した場 合 に所 与 の製 品へ の需 要(ま たは 消費)が 何%増 大

また は減 少 す るか を示す 。

消 費財 の計量 経済学的需要 分析 の領域に おいて これ までで 最 も有 名な ものと

して,RG.D.Allen&A.LBowley,FamilyExpenditure.AStztclLjPげits

Variation(1935),H.SchUltz,TheTheoryandMeasurementげ1)emand(1938),

くり
お よびH.Wold&LJur6en,1)emandAnalysis(1952)を あ げ て い る。Wold

とJud6enの 書物 は 一 般 的 な性 格 を もって い る もの とす る。AllenとBowleyの

書 物 か らは所 得 弾 力性 の 個 々の結 果を,ま たSchultzの 書物 か らは,価 格 弾 力

性 の 個 々の結 果 を 引用 してい る。

需要 の弾力性 の事実 は,あ れ これ の要 因 に 依存 して の個 人 の需要の変化 の予

(1)邦 訳 あ り,『 需要分析 』森 田優三監 訳,1960。 邦訳 では原著 者か らの増 改訂部

分 を取 り入 れ,参 考文 献 もふ えてい る。
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想の特長描写の観点か ら特定の興味を提出し,ま た住民の消費 の個々の要素を

予測するための可能性を創る,と い うことが時 として考えられている。だが計

量経済学的需要分析の結果を より深 く立ち入 って研究す ると,こ の点では楽観

的結論に根拠を与 えないとして,つ ぎのように展開する。す なわち,生 産手段

の資本主義的私有 の支配の条件の下では,そ の領域の全体としてもまた個 々別

々としても,経 済発展の 「計画化」(II」laHthPOBaHMe)の ためにそのような予測

の利用の可能性は決して存在 しない,と い うことが まず不可欠的に述べ られな

けれぽならない,と す る。普通発展の遅滞な らびに生産力の破壊をさえもたら

す ところの,国 家独占的規制による個々別々の処置が,恐 らく唯一の結果であ

ろ う。特にはっきりとそれは農業経済に現われている◎たとえぽ,も し予測に

よって,適 当 な消費財の生産か ら住民の将来の消費が立ち後れていることが明

らかにされた場合,ブ ルジ。ア国家ではいかなる道が残 され て い るで あろ う

か?生 産の減少のための第2義 的な手段に走 ることがしば しばである。何 とな

れば,勤 労者の実質所得の増大による消費増大の道は,ブ ルジョア経済制度の

本質 とは原則的に無縁であるか ら,と する。

資本主義の下での個々別々の製品の消費関係におけるそのような将来の予測

の顕著な使用例 として,ス ウェーデンの試みをあげている。そこで彼は,既 述

のWoldとJur6enの 書物の最後のパー トを引用 している。

Jur6enは,農 業市場の国家的調整管理の課題をもって,1970年 までの住民

に よる食料品の消費の増大についての予測を行なった(想 定 した所得め変化に

応 じてい くつかの代替的な値を出している)。 国内における農産物の生産 と消

費 のバランスの可能性を確立す るように,ま た必要の時は,農 業への適当な影

響のために価格政策に立脚するように,予 測がなされた。そのような長期の予

測の正確さを充分に仮定することは困難である。だが彼 は1つ の課題 を果 し

たびお気に入 りの前提によってスウェーデンにおける食料品の消費は,国 内に

おける農業生産の成長か ら立ち後れ るであろ う,と い うことを明らかに した。

彼 の労作の結果は,彼 のつぎの言葉によってよく現わされているとする。すな

わち,「 ス ウェーデンの自給度は,1952年 現在ち ょうど100%で,つ ぎの生産

年度には この値を若干上回ることが予想 されている。か くして,過 剰生産の危
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機 が……当面の重要な問題になってきた。予期 されなかった ことではないが,

ス ウェーデンの農業は,一 方では経済的危険をともなった永続的な農産物の輸

出 と,地 方では,社 会的ならびに政治的な困難をともなう耕地面積の縮小に主

;に頼 らねばな らない生産制限とのあいだに,微 妙な釣合いが保たれなければな
く　ラ

ら ない よ うな状態に到達 してい るので あ る」 と。 したが って,ブ ル ジ ョア経 済

学 者 が そ の予 測 に もとついて導 き出 し うる唯一 の結論,そ れ は 食料 生産 を制 限

す る とい うことの必然性 であ る。 したが って資本主義国に おける国家独 占主義

的調節 のおか しな本質 な らびに形式 がそれに映 ってい ることにな る,と 。

と ころで 彼 は,実 際 に は計 量 経 済 学 的分析 方 法 に よる需要予測は問題にな ら

ない,と す る。 まず,ど れ だ け数 学 式 が正 確 に そ の規 則性 を現わ してい るか ど

うかは疑わ しい 特に長 く続 く将来 の期間の関係において。実 際に多 くの方

程式 が適用 され,そ れ または これ の選 択 は,全 く主観 的 な予想 に もとつ い て い

る。た とえば,AllenとBowleyと は,需 要 の変 動 と所 得 の間 の 関 数 関係 を表

わす のに

y・=kx十C

とい う型 の線 型 方 程式 を もって きた。 ここにyは 所 与 の 消 費 財 の支 出,xは

全 体 と して の所 得 金 額,kお よびcは 定 数 。 したが って それ は,需 要 の 変 動

と所 得 の変 動 の 間 の厳密 な線型関係 の存在を仮定 した。だが別 の計量経済学 的

接近では,別 の関 数 関 係 を基 礎 と し て い る とす る 。そ して ここでWoldと

Iur6enの 上 掲 書 に 紹 介 され て い る,L.T6rnqvistの 例 を 注 で ふ れ て い る 。す

なわ ち,必 需 品 の場 合 に は

ム
y=一 玄丁1∫

準 贅 沢 品 の 場 合 に は

a(x-C)
y=mx+b一

贅 沢 品 の 場 合 に は

ax(X-C)

y==x+b-一 一

(1)H。Wold&L.Jur6en,ψ.cit.,P.322,(邦 訳,P.409.)
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とい う3つ の型の関数をあげている。ただ し上式でyは ユ人当 りの商品需要,

xは1人 当 りの所得,a,b,cは 定数である。

数学式およびそれに もとついての弾力性の計算の利用は,計 量経済学で正当

性を認め られている一 あたか も他の経済的社会生活の面 と比較 して消費が著

しく大 きな安定性を もっているかのごと くに。だが消費の安 定性 は相 対 的 な

一性格を有する
。資本主義国の生活における急激な経済的ならびに政治的変動(

経済危機,価 格インフレの増大,戦 争等)は,消 費構造に激 しい破壊をもたら

す。
　

しか し資本主義国において需要の激 しい変動が存在 しない場合で も,研 究の

結果は,決 して何時で も恐 らく満足すべ きものではないであろう。たとえば,

所得に関す る需要の弾力性は,一 定の時において,家 計の消費支出構造と種 々
1

の所得水準を比較対照することに よって確立 される。予測のためにそれを使 う

ことは,つ ぎの前提に立脚 している。すなわち,よ り低い所得をもった家計は

所得の成長によってより高い所得の家計の消費支出構造をまね るは じめ る,

と。だが もしそのような関係の存在を仮定 したとして も,ブ ルジ。ア統計の贋

造 されたデーターに よってさえ,家 計所得の2--3%の 増加には,10-20年 が

,必要だ とい うことを考えに入れてお く必要がある。その期間に新 しい商品が現

われ,価 格の相互関係が変わ り,消 費構造に本質的に影響を与 えてい る重要な

変化は考えられ うるし,別 の ものである(た とえば,都 市人 口の比重の増大,

・労働者の妻の役割 の増大等)
。 しか しその ような状況では,過 去の材料にもと

ついて計算された所得に関す る需要の弾力性は,そ れ自身の価値を失 う。特に

より安定性の少ない消費財 およびサービスのグループ(長 時間使用され る消費

'財
,娯 楽への支出等)に とっては。それは多 くのブルジョア 経済 学 者 も認 め

る。 また価格に関する需要の弾力性はより確実性が少ない。長期予測のために

それを用いることは,恐 らく何 らかの価値 ももたないであろう。他の要因と並

んで実際の需要は,所 得 と価格の変動の相関々係に よって定 まる以上,関 係す

る弾力性の不正確な点が予測を全 く非実際的なものにす るだけである。

またつぎの ことを忘れてはならない。すなわち,数 学式 と弾力性を援用 して

消 費予測をす るには,将 来の所得 と価格を前 もって見通 して評価す る必要があ
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るとい うこと。通常,そ の よ うな場 合 に,計 量 経 済学 は,こ れ まで の過去 の 「

傾 向」(TeHneHllllfl)を 目標 と し,い くつか の手(BaPHaHTH)に も とつ くことを

選 好す る。 だが 所 得 お よび,特 に価 格 の変 化 をそ の よ うに 見通 し的に評価す る

のが,本 質 的 に コ ー ヒーの 出が らし的 の予測であ ることは,ま たそれ が それ に

つ づ く需 要 変 化 の予測 の根 底にあ る限 り,最 近 のす べ て の実 際 的基 礎 を奪 って

い るで あろ う。

ついで弾力性 に とって特徴 的であ る,そ の変 化 の例 示 と して,い くつか の 資

くり

本主義国について食料品の需要弾力性をあげている。

ア

オ

メ

一フ

り

ン

カ

ダ

デ ン マ ー ク

食 料 品 の 需 要 弾 力 性

1918-1930 1950-1957

所得に関する 消費支出・関す鞭 窩離 晶摩轡と

・ ル ウ ェ ■

O.8

O.5

0.3

0.9

1.6

0.9

0.4

1.0

1.1

ユ.1

O.9

1.2

またつぎの ことを考れてはならない。すなわち,資 本主義国においては,需

要分析 と関連 した計算のための豊富 な統計的基礎が欠けていることを。多 くの

経済学者はこれをこぼ している。

か くて,資 本主義国において消費 の調節および予測のために計量経済学的分

析 を利用す る試みは,何 らかの実際的価値 も有 しない,と す る。

(1)0630PgKoHoMmecKoronono>KeHHAEBponblB1958roAy,00H,1959,

rnaBaV,cTp.8;R.G.D.AUen&A.L.Bowley,Famil2Expenditure:AStudyげ

itsVa「iation,1935,PP・32-33よ りそれ ぞれ 引 用 。

(2)消 費 支 出 は,所 得 か ら税 金 お よび 貯 蓄 を差 引 い た もの に等 しい 。 だ か ら消 費 支

出 に関 す る需 要 の弾 力 性 は,所 得 中 の 税 金 な らびに 貯 蓄 部 分 が 安 定 して い る場 合 に

の み,所 得 に 関 す る需 要 の弾 力 性 に等 しい 。 所 得 中 の 税 金 な ら び に貯 蓄 部 分 が 変 動

す れ ば,そ れ らの弾 力 性 の間 に は 相 違 が 存 在 す る。

1950--1957年 に は,1918-1930年 と比 較 して み る と,1918一 ユ930年 に は 所 得 に関

して,だ が1950-1957年 に は 消 費 支 出 に 関 して計 算 され た弾 力 性 が 十 分 に比 較 され.

うる ほ どに,所 得 中 の税 金 な らび に貯 蓄 部 分 は そ の変 動 が 微 々 た る もの で あ っ た と

す る。
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既 述 の ス ウ ェー デ ンの経 済 学 者Jur6enの 示 した予 測 が,食 料 品 の 個 々の品

目別 で 比 較 的成 功 した予測 の唯一 の場合で あった,と す る。 これ は,Jur6nに

よっ て1949年 に,ス ウ ェー デ ンに お い て切 符 制 配 給制度 の廃止 を定 め ることと

関連 して与 えられ た もので ある。Jur6enは,切 符制 廃 止後 の国 内 に お け る重要

な食料 品の1人 当 りの消費 を計 算 した 。 そ の予 測値 と実際値 の対照 を示す デ ー

タは 次表 の ごときものであ る。

ス ウ ェーデ ンにおけ る食料品 の消費

(1949-1950年)

食 料 品

牛

ク

バ

乳

ム

1人 当 り 消 費
ユ949-1950年(kg)

Ju「eenの 予 酬 実 際

マ

リ ー

タ

ー ガ リ ン

ズ

卵

肉

肉

の

糖

薯

一フ丞

[

小

鈴

(粉

チ

鶏

牛

豚

穀

精

馬

食料 品 の総 消 費 の 成

長(1930-1939年

=100の 不変価格 で)

210

63

1ユ.5

10.1

7.7

8.6

23.5

23.4

79.2

47.4

116

]03.2

220

42

13.7

ユ0.7

7.6

1L5

2L2

26.3

80.3

46.9

117

107.3

上表か ら分 るよ うに,食 料 品 の 個 々の グル ー プで 消費 の予測 と実際 はか な り

高い一致を示 してい る。鶏卵 の消費で の強 い不一致 を,Jur6enは 必 要 欠 くべ

か らざ る出発 点 の統 計 データの欠乏に よって説 明 してい る。全体 として1930-

1939年 に 比 較 して1949-1950年 に お け る消 費 の 増 加 は,Jur6enが 最 初 に予 想
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した(3.2%)以 上 に2倍 も(7.3%)高 い ことが判 明 した 。

計 算 結 果 を分析 しなが ら,つ ぎの事 情 を 考 慮 す る 必 要 が あ る。 第 一 に,

Jur6enは,住 民 の所 得 と食 料 品 に つ い て の価 格 の 成 長 に関す るデー一タを自分

の管理下 にすで に もっていた。 したが って彼 に とってそ の変化 の予測を うちた

てなければ な らない ことは ない。

第2に,ス ウ ェー デ ソは 中立 国 で あ った ので,第2次 世 界大 戦 中,そ の強 い

変 化 に遭 遇 しなか った 特 に価格 お よび所得 の領域で。そ の ような強 い変化

は,西 欧諸 国 や ア メ リカ合 衆 国 で は 特徴 的で あ った。それは,ス ウ ェー デ ソの

住 民 に よ る食料 品 の消費 が比較的安 定 していた こと,強 い構 造変 動 の存 在 しな

い こ との原 因 とな った。 したが ってJur6enが 彼 の予 測 の基 礎 に お い て基 礎 的前

提,す なわ ち,ス ウ ェー デ ンに おい ては第2次 大 戦 後 に,戦 前 の食 料 品 の 消費

構 造 が 回復 す るとい う前提 は,ほ とん ど全 く正 当化 され た 。 と ころでその よ う

な状況は,著 し く例 外 的 な性 格 を 有す る 。 食 料 品 の 個 々 の グ ル ー プに よ る

Iur6enの 比 較 的 成 功 した 予 測 は,都 合 の よい事 態 の合流 の 結果 で あ る。

ソ連 の経済学 の著作 に おいてすで に,計 量 経 済学 に よ って研究 され て きた,

需 要 分析 の方法,特 に需 要 弾 力 性 の計 算 は,ど の 程度,社 会 主 義 経 済 の状 況 に

お い て利 用 され るで あろ うか,と い う問題 が提 起 され て きた。 と ころで彼 はつ

ぎの よ うに考 えてい る。す なわ ち,そ の不 断 の 向上 が社 会 主 義 経 済 の合法 則性

で あ るところの,住 民 の 消費 の研究 は,何 よ りも先 に,経 済 統 計学 の経験 的方

法 に基 礎 を おか なけれ ばな らない(個 々別 々の店 に おけ る,お よび 住民 の 間で

の 抽 出調 査 と質 問,特 に抽 出 され た 店 に おけ る よ く評価 され た 需 要 計 算,等

々)。 同時 に需 要 お よび 消費 の分析 に おいて数学 的方法は利用 され なけれ ばな

らない。だがそれは,研 究 され る現 象 の経済 的本 質 に合致 し,力 と手 段 の 最小

の 支 出で 提 起 され た課題 の正 しい解答を確 保す る程度 においてで あ る。 この よ

うな観 点か らす れば,数 学 的 応 用 部 分 に おい て ブル ジ 。ア経済学 者 の労 作が も

ってい る,実 際 的 な進 歩 のす べ て を利 用 しなけれ ば な らない。 もちろんそのた

め には,ま ず第 一 にそ の労 作 の なか の有益 部分 を,そ れ に 含 まれ てい る非 科学

二的 な弁 解的 な論題か ら綿密 に分け ることが必要で あ る,と す る。

以 上 がHvaKMTvaHの,ブ ル ジ 。ア的需 要分 析 理 論 に対 す る批判で あ る。は じ
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め にふれ た ように,HvaKrrrvaHの 所 説 に対 す る私 見 は,次 回に お い て,MacπOB

そ の他 の所 説 に対 す るそ れ とを ま とめて行 な うことにす る。

(1962-1--14)




